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1 ．はじめに

⑴　背景
不動産取引のオンライン化については、平
成25年６月14日「世界最先端IT国家創造宣
言」（閣議決定）を受け、宅地建物取引業法（昭
和27年法律第176号）第35条に基づき宅地建
物取引士（以下「宅建士」という。）が行う
重要事項説明についてインターネット等を利
用した非対面の方法により行うこと及び契約
に際して交付する書面を電磁的方法により提
供することについて、社会実験等により検討
が重ねられてきました。
また、昨今は、新型コロナウイルス感染症
拡大による非対面・非接触による取引のニー
ズが拡大し、テレワークが推進される中で、
押印規制、書面規制及び対面規制を見直す必
要性が高まるなど、社会情勢は大きく変化し
ています。

⑵　法改正等の概要
これを踏まえ、令和３年５月に成立し、公
布された「デジタル社会の形成を図るための
関係法律の整備に関する法律」（令和３年法
律第37号。以下「デジタル整備法」という。）
により、宅地建物取引業法が改正され、押印
規制、書面規制及び対面規制に係る次の規制
の見直しが実施されました。
・「重要事項説明書」（宅地建物取引業法第35

条関係）及び「契約締結時書面」（同法第37
条関係）における宅建士の押印を廃止する
・「媒介契約締結時書面」（同法第34条の２第
１項関係）、「重要事項説明書」及び「契約締
結時書面」並びに「指定流通機構への登録を
証する書面」（同法第34条の２第６項関係）
の交付について、説明の相手方等の承諾を得
た上で、電磁的方法による提供を認める
本改正に伴い、宅地建物取引業法施行令（昭

和39年政令第383号）及び宅地建物取引業法
施行規則（昭和32年建設省令第12号）が改正
され、書面を電磁的方法により提供する際に
用いる方法及び基準（書面の電磁的方法によ
る提供要件）、書面を電磁的方法により提供
するに先立ち、相手方等から承諾を得る際に
示すべき内容及び承諾を得る方法（承諾要件）
について定められました。
上記の宅地建物取引業法関係の改正規定

は、令和４年５月18日に施行されています。
オンラインでの重要事項説明（以下「IT

重要事項説明」という。）については、法令
上の明確な位置づけがなかったことから、平
成27年８月から社会実験を実施し、安全な実
施方法を確立の上、「宅地建物取引業法の解
釈・運用の考え方」において、対面で行う重
要事項説明と同様に取り扱うものと明確化さ
れ、賃貸取引については平成29年10月より、
売買取引については令和３年３月より本格運
用が開始されました。
また、法令の施行に先立ち、令和４年４月
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27日、宅地建物取引業者（以下「宅建業者」
という。）及び宅建士が、重要事項説明書等
の電磁的方法による提供やIT重要事項説明
を実施するに当たり、遵守すべき事項・ 留
意すべき事項を示すことにより、適正かつ円
滑に実施できるよう、支援することを目的に、
「重要事項説明書等の電磁的方法による提供
及びITを活用した重要事項説明実施マニュ
アル」（以下「マニュアル」という。）が作成
され、公表されています。
なお、今般の他デジタル整備法による宅地

建物取引業法の改正及びそれに伴う政省令の
改正は、あくまで同法に根拠規定のある書面
への押印や書面の電磁的方法による提供につ
いての考え方を見直したものであり、同法に
根拠が規定されていない民間の取引慣習によ
り作成される押印や書面等の取扱いについ
て、考え方を示すものではありません。

2 ．宅建士の押印廃止について

デジタル整備法の制定に際しては、政府全
体の方針として、実印（印鑑証明を要するも
の）又は登録印（印影を事前登録させている
もの）を求めている手続等、引き続き厳格な
本人確認（印鑑証明書又は事前に登録した印
影と提出書面の押印の照合等）を要するもの
等を除き、押印を不要とすることとされました。
宅地建物取引業法では、宅地建物取引業者

に対し、契約の当事者の間に立ち、後日、契
約内容を巡る当事者間の取引紛争を防止する
ことを目的として、重要事項説明書及び契約
締結時書面について、宅地建物取引の専門家
である宅建士に書面の内容を確認させ、その
責任の所在を明らかにするため、宅建士をし
て記名押印させることを求めていました。一

H29.10 R3.3.30 R4.5 R4.5

図１　不動産取引のオンライン化に関する取り組みの現状
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方で、当該宅建士の押印については、実態上、
必ずしも実印や登録印を用いているものでは
ありませんでした。
このため、デジタル整備法により宅地建物
取引業法が改正され、重要事項説明書及び契
約締結時書面について、電磁的方法による提
供による場合に限らず、書面（紙）で交付す
る場合も含め、宅建士の記名のみで良いこと
とされました。なお、記名は、自署による必
要はなく、印字で足ります。
一方で、「媒介契約締結時書面」（宅地建物
取引業法第34条の２第１項関係）について
は、前述のデジタル整備法による改正対象と
は性質を異にすることから、改正対象とはな
らず、引き続き宅地建物取引業者の押印が必
要となっております。

3 ． 宅地建物取引業法改正による
書面の電子化について

宅地建物取引業法では、宅地建物取引業者
が取引を行う際、次の場合には、取引の相手
方等に対し、必要な事項を記載した書面を交
付することが定められていました。
・「媒介契約締結時書面」（宅地建物取引業法
第34条の２第１項関係）
・「重要事項説明書」（同法第35条関係）
・「契約締結時書面」（同法第37条関係）
・「指定流通機構への登録を証する書面」（同
法第34条の２第６項関係）
デジタル整備法による宅地建物取引業法の

改正により、宅建業者は、相手方等の承諾を
得て、これらの書面を電磁的方法により提供
できるようになりました。

•
•
•
••

•

•

•

•

•

図２　宅建業法政省令等の改正概要
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⑴　承諾の取得について
ア　承諾の取得要件
相手方等から承諾を得る際に示すべき内容

及び承諾を得る方法（承諾要件）については、
デジタル整備法による宅地建物取引業法の改
正に伴う宅地建物取引業法施行令の改正によ
り、ⅰ　あらかじめ、宅地建物取引業者が提
供に用いる電磁的方法の種類及び内容を示し
た上で、ⅱ　相手方等から書面又は情報通信
の技術を利用する方法により承諾を得ること
とされました。

ⅰ　 宅地建物取引業者が提供に用いる電磁
的方法の種類及び内容について

デジタル整備法による宅地建物取引業法の
改正に伴う宅地建物取引業法施行規則の改正
により、重要事項説明書等について、書面に
よる交付に代えて電磁的方法により提供する
際には、次に掲げる方法によることができる
ことが規定されました。
①　 電子メール等を利用して必要な事項
を相手方等に提供する方法

②　 ウェブサイト上に表示された記載事
項を相手方等がダウンロードする方
法

③　 USBメモリ、CD-ROM等の記録メ
ディアを交付する方法

宅地建物取引業者は、提供に用いる電磁的
方法の種類として、このうちいずれの方法を
用いるかを相手方等に示すことが求められま
す。
また、提供に用いる電磁的方法の内容とし

て、ファイルへの記録の方式（ソフトウェア
の形式（ExcelやPDF等）やバージョン等）
を示す必要があります。

ⅱ　 相手方等から書面又は情報通信の技術
を利用する方法により承諾を得ること
について

宅地建物取引業者は、相手方等から承諾を
得る際には、書面のほか、電磁的方法による
ことができます。電磁的方法により承諾を取
得する場合には、次に掲げる方法によること
ができることが規定されました。
①　 電子メール等を利用して承諾を行う
旨を送付する方法 

②　 ウェブサイト上に表示された方法に
従って承諾を行う旨を宅地建物取引
業者に送付する方法

③　 USBメモリ、CD-ROM等の記録メ
ディアを送付する方法

なお、宅地建物取引業者は、相手方等から
電磁的方法により承諾を取得する場合には、
承諾の有無をめぐる事後のトラブルを防止す
る観点から、承諾する旨を記録した電子書面
を書面（紙）に出力可能なファイル形式で取
得する必要があります。

イ　承諾の撤回の取得要件
宅地建物取引業者は、相手方等から上記の

承諾を得た場合であっても、書面等により電
磁的方法による提供を受けない旨の申出があ
ったときは、書面に記載すべき事項を電磁的
方法により提供してはならないこととされま
した。ただし、一度電磁的方法による提供を
拒否した場合、以降の変更は認められないこ
ととすると、双方の利便を阻害することから、
相手方等が電磁的方法による提供を再び承諾
した場合には、電磁的方法による提供を行う
ことが認められています。

ウ　複数の書面取引に係る承諾の取得
重要事項説明書等を電磁的方法による提供

を受けることについての説明の相手方等から
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の承諾の取得に関して、電磁的方法による提
供の対象となる書面が承諾の際に明示的に特
定されている場合には、複数の書面について
一度にまとめて承諾を得ても差し支えありま
せん。また、電磁的方法による提供の対象と
なる取引及び書面が承諾の際に明示的に特定
されている場合には、複数の取引について一
度にまとめて承諾を得ても差し支えありません。

⑵　書面の電磁的方法による提供について
デジタル整備法による宅地建物取引業法の
改正に伴う宅地建物取引業法施行規則の改正
により、重要事項説明書等について、書面に
よる交付に代えて電磁的方法により提供する
際には、（１）ⅰ①～③に掲げる方法による
ことができることが規定されました。
併せて、これらの方法を用いて重要事項説
明書等を電磁的方法により提供する場合の要
件が、以下ⅰ～ⅳのとおり定められました。

ⅰ　 書面への出力（プリントアウト）が可
能であること

書面に代わる手段としての電磁的方法であ
ることから、電磁的方法による提供を行う場
合も、必要な際に書面として出力が可能であ
ることが求められます。

ⅱ　 電子書面に改変が行われていないかど
うかを確認することができる措置を講
じていること

電磁的方法による提供の際は、痕跡を残さ
ず改変することが容易であることから、改変
が行われていないかどうかを確認することが
できる措置を講じていることが求められます。
ただし、指定流通機構への登録を証する書
面については、本要件への適合は不要とされ
ました。
なお、現時点で国土交通省が確認している

「電子書面が改変されていないかどうかを確
認することができる措置」としては、電子署
名（電子署名及び認証業務に関する法律（平
成12年法律第102号）第２条第１項）又は日
本データ通信協会の認定に係るタイムスタン
プがあります。ただし、電子署名又はタイム
スタンプ以外の措置の可能性を否定する趣旨
ではなく、今後の技術進歩により新たな対応
方策が生じた場合には、国土交通省にご相談
いただけますと幸いです。

ⅲ　 （１）ⅰ②の方法（ダウンロード方式）
により提供する場合については、提供
した旨を依頼者に通知すること

②の方法（ダウンロード方式）により提供
する場合には、宅地建物取引業者は、相手方
等に記載事項が到達したことを確認する必要
があることから、省令の規定に基づき相手方
等に事前又は事後に、記載事項が取得可能と
なっていることを通知する必要があります。
もっとも、（１）ⅰ①又は③の方法（電子

メール等又は電子書面を記録した CD-ROM
等の方法）により提供する場合にも、相手方
等に提供した旨の通知が必要となります。
具体的な確認方法としては、例えば以下の

方法が考えられます。
重要事項説明書等の
電子書面を提供する
方法

提供した旨の通知方法（例）

①　電子メール等を
利用して必要な事項
を相手方等に交付す
る方法

電子メール等を送信後、電
話で電子メール等を送信し
た旨を伝える

②　ウェブサイト上
に表示された記載事
項を相手方等がダウ
ンロードする方法

Web ページからのダウンロー
ドが可能となった時に、電話
や電子メール等でダウンロー
ドが可能である旨を掲載 
URL とともに伝える、又は、
Web ページからのダウンロー
ドを可能とする対応等を行っ
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た後に、電話や電子メール等
でダウンロードが可能となる
予定日時を掲載予定 URL と
ともに伝える

③　USBメモリ、
CD-ROM等 の 記 録
メディアを交付する
方法

電子書面を記録したUSBメ
モリ、CD-ROM等を発送後
電話や電子メール等で発送
した旨を伝える

ⅳ　 重要事項説明書及び契約締結時書面に
ついては、書面の交付に係る宅建士が
明示されるものであること　

書面による交付の場合と同様に、重要事項
説明書又は契約締結時書面の交付に関わった
宅建士を特定し、その職務責任を明確とする
ため、宅建士は、当該書面に記名する必要が
あります。
なお、本要件は、宅建士が当該書面に電子

署名を行うことまでを求めているものではな
く、宅建士の氏名が判断できるのであれば、
単に印字されていれば足ります。

実務上、例えば重要事項説明書に記載すべ
き内容を「別添参照」などの記載で添付書類
に委ねている場合には、当該添付書類も重要
事項説明書の一部と考えられるため、本体だ
けでなく当該添付書類についても、上記ⅰ～
ⅳの要件を満たす必要があります。
また、電磁的方法による提供を行う場合、

書面ごとに提供を行うタイミングが異なるこ
とに注意が必要です。重要事項説明書につい
ては、宅地建物取引業法上「交付して説明」
する必要がありますので、重要事項説明を実
施する前に、上記ⅰ～ⅳの要件を満たす重要
事項説明書を説明の相手方に提供する必要が
あります。媒介契約締結時書面と契約締結時
書面については、宅地建物取引業法上それぞ
れ「契約を締結したとき」又は「契約が成立

したとき」に遅滞なく提供する必要がありま
すので、契約締結・成立前に提供することは
認められません。

4 ．IT重要事項説明について

⑴　制度概要
宅地建物取引業者は、取引の相手方等に対

し、宅地建物の売買契約等の締結前に、宅建
士をして、取引に係る重要事項について、書
面を交付して説明させなければなりません
（重要事項説明）。また、説明に当たり、宅建
士は、説明の相手方に対し、宅建士証を提示
しなければなりません。

⑵　IT重要事項説明の実施方法について
宅地建物取引業者は、宅建士にIT重要事

項説明をさせる場合には、以下の点を遵守し、
これをする必要があります。

ⅰ　 ITを活用した重要事項説明に係るIT環
境及び意向の確認

IT重要事項説明の実施について、「その内
容を十分に理解できる程度に、映像を視認で
き、かつ、音声を聞き取ることができるとと
もに、双方向でやりとりできる環境において
実施していること」が必要であることから、
IT重要事項説明の実施に当たっては、これ
らの要件を満たす機器やサービスを利用する
必要があります。
また、IT重要事項説明を実施するために

は、IT重要事項説明を実施することについ
て、説明の相手方へ意向確認を行い、承諾を
得る必要があります。

ⅱ　重要事項説明書の事前送付
IT重要事項説明は、説明の相手方の手元
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に重要事項説明書及び添付書類がある状態で
実施する必要があります。そのため、重要事
項説明の実施に先立ち、宅建士により記名さ
れた重要事項説明書及び添付書類を、説明の
相手方に送付している必要があります。

ⅲ　 IT重要事項説明実施前にIT環境が整っ
ていることの確認

IT重要事項説明の開始前に、説明の相手
方が重要事項説明書及び添付書類を確認しな
がら説明を受けることができる状態にあるこ
と及びIT重要事項説明を実施するためのIT
環境が整っていることを確認する必要があり
ます。

ⅳ　 宅建士によるITを活用した重要事項説
明

ⅰ　宅建士証の提示
宅建士は説明の相手方が宅建士証を視認で

きたことを確認する必要があります。 これ
は、宅建士ではない者が重要事項説明をする
こと、あるいは宅建士の名義貸しをすること
を防止する観点で必要なものです。そのため、
説明の相手方が、少なくとも画面に表示され
る宅建士証に記載されている宅建士の氏名等
の文字を読むことができるほか、宅建士の画
面上の顔と宅建士証の写真の顔と比べて同一
人物であることが確認できる必要がありま
す。

ⅱ　録画・録音
また、IT重要事項説明の実施状況につい

図３　オンラインによる重要事項説明について
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図４　ワイプ画面を表示した宅建士側の画面イメージ

図５　宅建士証の提示から確認の流れ
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て、録画・録音により記録を残すことは、ト
ラブルが発生したときの解決手段として有効
と考えられます。なお、宅建業者が取得した
録画・録音記録については、個人情報の保護
に関する法律（平成 15 年法律第 57 号）に
則った管理が必要となり、IT重要事項説明
以外で取得した個人情報と併せて、適切な管
理を行うことが求められます。

ⅲ　トラブル対応
IT重要事項説明を実施している途中で、
何らかの理由で映像の視認や音声の聞き取り
に支障が生じた場合には、宅建士はIT重要
事項説明を中断し、その支障となっている原
因を把握して、支障がない状況にしてから、
IT重要事項説明を再開する必要があります。

ⅴ　 機器トラブル等が解消しない場合のIT
を活用した重要事項説明の中止

IT重要事項説明を実施している途中で、
何らかの理由で映像の視認や音声の聞き取り
に支障が生じた場合において、原因の解消が
困難な場合には、IT重要事項説明を中止す
る必要があります。
また、IT重要事項説明の実施過程で、説

明の相手方の意向の変更によりIT重要事項
説明を拒否する旨の申出があった場合にも、
中止の必要があります。

4 ．おわりに

新型コロナウイルス感染症の拡大を契機と
して、テレワークが普及するなどにより、働
き方、住まい方等において、国民生活は大き
な変化を経験しました。
こうした変化を踏まえ、今般のデジタル整
備法による宅地建物取引業法の改正により、

不動産取引に際して宅建士の押印を求める各
種手続について押印が不要となるとともに、
書面の交付を求める手続について、一定のル
ールのもとで電磁的方法による提供を行うこ
とが可能になりました。これにより、令和３
年３月より本格運用が開始されていたIT重
要事項説明と相まって不動産取引のオンライ
ン化が一層進むこととなり、消費者の利益を
損なうことなく国民の利便性が向上すると考
えています。
国土交通省としては、今後とも、ポストコ

ロナの働き方・住まい方や、少子高齢化・人
口減少、新技術の登場などに伴う社会経済情
勢の変化に対応するよう、引き続き、必要な
施策を推進し、不動産分野の生産性が向上す
るとともに、国民生活の利便を向上させるよ
う取組を進めて参ります。

以上


